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メアリー・ブリントン氏  
ハーバード大学ライシャワー日本研究所長
ご存知かもしれませんが、日本はジェン
ダー平等に関して、国際的にとても低いラ
ンクに位置しています。日本は149か国中
110位、韓国はそれよりも少しだけ低く、
この 2 国は世界のどの脱工業化した国よ
りも、全体的にジェンダー不平等が大きく
なっています。ジェンダー平等に関する日
本のランキングの低さの原因は、政治と経
済活動の分野において女性が不利な立場に
置かれていることにあります。経済活動分
野のジェンダー平等に関する日本の順位は
149か国中117位、政治分野に関しては125
位です。米国もそれほど良くはありません
が、総合的なジェンダー平等指数は 51位
です。米国にもまだたくさんのジェンダー
不平等が残っていますが、経済だけを見
ると、米国は 19位と、かなり高い順位に
なっています。経済面でのジェンダー平等
は、単なる労働市場への参加ということだ
けでなく、労働市場における地位にも関わ
りがあります。
日本の管理職やビジネスリーダーの中で
女性が占める割合は依然として非常に低い
です。日本企業では、女性は一般的に、重
要な意思決定を下す機会がほとんどないポ
ジションに進みます。一方、男性の正社員
は大企業に勤めている場合、一般的に非常
に長時間働いています。このことは彼らが
家庭生活に積極的に参加することを難しく
しています。私の考えでは、この「ジェン
ダー分業」というモデルは、21世紀にお
いて時代遅れなものです。統計データを見
ると、1990年代後半から、日本のすべて
の夫婦の中で共働きの夫婦が占める割合
は、妻が専業主婦をしている夫婦が占める
割合よりも高くなり、共働きの家庭の方が
一般的になっています。特に 21世紀にお
いては、働き手が夫ひとりだけでは十分な
生活水準を維持するのが難しくなっていま
す。また、日本では長寿化が進み、教育水
準も高くなり、子どもの数も減ったため、
長期間にわたって生産的な労働をし、与え
られた任務を果たしていく皆さんの能力を
日本企業がフルに活用しないのはナンセン
スです。
労働者のうち女性の占める割合と、管理
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昭和女子大学ではバーバード大学からメアリー・ブリントン教授をお招きし、
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ました。
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職のうち女性の占める割合を比較した統計
によると、米国では、労働者の47%が女性
で、管理職の43%が女性です。日本は、労
働者の44%が女性ですが、管理職の女性は
13%です。ここで、私が皆さんに提起した
いメッセージは、個人がただ頑張るだけで
はなく、日本の雇用制度が変わらなければ
ならないということです。
皆さんが個人として日本の労働市場で成
功することが非常に難しい理由はいくつか
あります。一つ目は、日本における理想的
な労働者像が今もなお、非常に長時間働く
人だということです。二つ目は日本には、
良い母親、理想的な母親像についての非常
に根強い社会規範があるということ。その
両方を実行するのはとても難しいことで
す。私も母親であるとともにキャリアウー
マンであり、長年にわたってこの 2 つのバ
ランスをとってきましたが、簡単なことで
はありませんでした。もし私が日本の大企
業で働いていたなら、これまで人生の中で
やってきたようなことはできなかったので
はないかと思います。なぜなら、日本の大
企業と日本の雇用制度は、良い母親像と良
い労働者像をいまだに持ち続けているから
です。その結果、日本の女性たちは、今も
なお極端な長時間労働を意味するやりがい
のある仕事と、家庭を持つこととのどちら
かを選ばなくてはならないという重荷を背
負わされています。さらに、これを男性の
視点から考えてみると、日本の男性は一家
の大黒柱にならなければならないという重
荷を背負わされています。私の調査チーム
は、日本の20代、30代の高学歴の男女を
対象にさまざまなインタビューを行ったの
ですが、素敵な男性の定義はだいたい、イ
ケメン、高収入、高学歴というものでし
た。日本の男性もまた、あるべき姿につい
ての実に根強いイメージにさらされている
のです。そして、彼らがそのことに満足し
ているのかどうかは大きな疑問です。なぜ
なら日本では、良き夫の定義の幅が非常に
狭く、高収入は非常に重要な資質となって
いるからです。このように、日本社会には
ジェンダー規範またはジェンダー分業がと
ても根強く残っています。そして、皆さん
が結婚して子どもを持った時、夫の給料だ
けに頼って十分な生活水準を維持できる可
能性は極めて低いと言えるでしょう。なぜ
ならイケメン、高収入、高学歴の男性はた
くさんはいないからです。現実的な生活の
中で十分な生活水準を維持しようとすれ
ば、2 人の稼ぎ手が必要となるのです。そ
れならば、日本企業は、女性労働者のニー
ズ、さらには家庭生活に積極的にかかわる
父親になろうとしている男性のニーズにも
応えるべきではないのか。もちろん政府
も、このようなモデルをより可能にするよ
うなさまざまな政策を推進しています。し
かし、ここに非常に微妙で困難な構造的問
題があります。米国人の視点から日本の雇
用制度を見ると、22歳くらいで総合職か
一般職のいずれかの道を選ばされ、その後
何年もその道を進まなければならないとい
うのは、非常に不合理だと思います。これ
から長い間働くことになるのに、自分が職
業人として、さらには家庭人としての人生
で何をやりたいのかということがまだはっ
きりとしていない段階で、なぜそのような
選択をしなければならないのか、私には疑
問です。
それでは、全体として、女性の立場をこ
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れほど困難にしている日本企業や日本の雇
用制度の特徴、男性の給料と女性の給料の
格差をこれほど大きくしている特徴とは何
でしょうか。根本的な問題のひとつは、大
企業にいくつかの異なるトラックが存在し
ていることと、それぞれのトラックに進む
男女の配分が不均等だという事実です。も
し皆さんが大企業の総合職になったとした
ら、特別な企業でない限り、たぶん長時間
働くことになるでしょう。雇用者に言われ
れば、残業をしなければならないでしょ
う。転勤を命じられても、断ることはでき
ないでしょう。結婚して、もし夫が伝統的
な日本の大企業に勤めていたら、たとえ子
どもがいたとしても彼は転勤を命じられる
かもしれません。日本の雇用主にはそうす
る力があるのです。私の考えでは、これは
ジェンダー不平等をもたらす原因であり、
家庭生活の価値を尊重していないやり方で
す。例えば、英語には単身赴任を表す言葉
がありません。そういう制度がないからで
す。このような制度はジェンダー平等に
とっても、家族にとっても実に悪い制度な
のです。
そして、日本では長時間労働も非常に当
たり前になっていて、これが既婚女性に二
つの形で直接的な影響を及ぼします。なぜ
なら、理想的な日本の労働者像と理想的な
日本の母親像という二つのイメージを満た
すことは、この概念が互いに矛盾するもの
であるため、非常に困難だからです。理想
的な労働者の定義が長時間働くことであ
り、会社のために多くのことをあきらめる
ことであるならば、夫たちの長時間労働と
いう形で妻たちに、間接的な影響を与えま
す。男性が夜遅くまで家に帰れないと、彼
らは疲れ果て家事をすることなどできませ
ん。私が彼らの立場でもそうなるでしょ
う。私のチームは、日本の既婚女性や既婚
男性を対象に数多くのインタビューを実施
しましたが、回答した既婚女性のほとんど
が、「仕方がない」と答えています。もし
夫が早く帰宅すれば、職場での彼の評判に
傷がつくのだから、私が全部やるしかな
い、というのです。ですから結果として、
日本の女性は平均して、すべての家事や育
児の80%を行っています。
ここでご注目いただきたいのは、日本の
男女の時間の使い方です。賃金労働、家で
の仕事、育児や家事などあらゆる仕事を含
んだ 1 日の仕事時間は、男女は毎日だいた
い同じくらいです。しかし、内容を細かく
見ると男性は自分の時間の 8%しか家事や
育児に費やしていないのに対し、女性は平
均で、自分の時間の45%を育児や家事に費
やしています。彼女たちの時間の45%が無
給労働に費やされているのです。そんな状
況で、日本の女性が職場で男性と競い合う
ことは不可能です。このような力学や社会
意識のせいで、働く既婚女性、特に母親た
ちは、しばしば、やりがいのある職責をほ
とんど与えられない、重要な職務を担うこ
とのほとんどないポジションに異動させら
れます。また、インタビューに回答してく
れた日本の女性たちの中には、1 年か 1 年
半の間、育児休暇を取ってから仕事に復帰
した方がたくさんいます。彼女たちは仕事
に対する意欲が非常に高く、託児所に空き
が見つからない場合、多くの企業は寛大に
も勤務の時短制度を提供しています。イン
タビューに答えてくれた女性たちのほとん
どがこの制度を非常に歓迎していました。
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なぜなら、子どもを託児所や学校に迎えに
行って、夕方のうちに帰宅することができ
るからです。しかし、子どもが大きくなっ
た時にこのポジションから抜け出すことは
困難です。それは、この制度を利用した女
性は、あまり仕事熱心ではないという㆑ッ
テルを貼られてしまうからです。インタ
ビューに答えてくれた時短制度を利用中の
女性たちの多くは、仕事に対する意欲が大
変高いのですが、インタビューを進めてい
くうちに、「だけど、あまり責任のある仕
事を任されないのでつまらなくなる」と漏
らします。なぜなら、彼女たちは夜の 9 時
まで職場に残ることができないからです。
私も子どもが小さい時にこのような制度を
利用できるのはとても良いことだと思いま
すが、労働時間が短いからといって重大な
責任を全く与えられないようでは女性の能
力を十分に生かすことはできません。米国
ではこれを「マミートラック」と呼びま
す。母になると、別のトラックに入り、会
社での責任が低くなるのです。このように
日本の雇用制度において女性の立場を困難
にしているのは、社員をいくつかのトラッ
クに厳密に分類することと、長時間労働を
する理想の労働者像に加えて、日本の女性
は仕事であまり重要な責任を負わされない
という三つの理由があるのです。数週間前
にも、父親になったばかりの男性が転勤を
言い渡されるという非常に重要な事例が
ニュースになっていました。この父親にな
りたての男性に転勤を命じた人々は、彼が
父親になったばかりだという事実を知らな
かったか、気にかけていなかったというこ
と、つまり、この人たちは彼が置かれてい
る状況に配慮していなかったということが
わかります。日本企業がもっと注意を払わ
なければならないのは女性が置かれている
状況だけではありません。男性が置かれて
いる状況にももっと注意を払わなければな
らないのです。
日本企業は、皆さんが人生において必要
とするもの、満足のいく職業生活と私生活
を送るために必要とするものを満たせるよ
う、もっと努力しなければなりません。そ
して、皆さんの世代は変化を強く求めなけ
ればなりません。なぜなら、ジェンダー平
等と、日本の男女のためのより人道的な労
働条件へ向けた動きは、政府の政策のみに
よって生まれるものでも、トップダウンの
やり方のみによって生まれるものでもない
からです。皆さんが個々人で、ボトムアッ
プでそうした変化を促していかなければな
りません。皆さんの世代は歴史上最も高い
教育を受けた日本女性です。多くの日本の
雇用主は今、女性の大卒者はとても資質が
高く優秀だと考えています。日本の社会意
識は徐々に変わりつつあります。日本政府
はご存知の通り、企業が女性の人的資本を
より有効に活用できるようにするために、
この20年間にさまざまな政策を実施して
きました。経済界では今、熟練労働者を含
む労働力が不足しており、日本企業は正社
員として皆さんを必要としているのです。
私は長年にわたり日本を研究してきました
が、日本企業とその方針にバリエーション
が見られるようになってきました。ですか
ら、私生活と職業生活のバランスを取りや
すいような、とても良い方針をとる企業も
出てきています。皆さんは、自分がどこで
働きたいのか、自分の才能や潜在能力をど
のように生かしたいのかということを、慎
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重に選び取るチャンスと責任を手にしてい
るのです。そして皆さんは、若い男性たち
とともに働くチャンスと責任も手にしてい
ます。女性だけではこれを成し遂げること
はできません。ですから皆さんは、彼氏や
男友達と手を組まなければなりません。な
ぜなら、日本の男性たちも必ずしも現状に
満足しているわけではないからです。日本
の職場は、より人道的になり、すべての人
により良いワークライフバランスを提供で
きるよう、変わらなければなりません。こ
れは女性だけの問題ではないのです。日本
の雇用者のインセンティブを変えるのが皆
さんの仕事です。そして日本の雇用者は、
長時間労働イコール高い生産性というわけ
ではないということに気づかなければなり
ません。国際統計にもこのことを示す証拠
がたくさんあります。さらに彼らは、より
多くの女性正社員を低・中㆑ベルの管理職
ポジションに就かせること、これをうまく
やれば、職場の文化がだんだんとすべての
社員にとってより望ましいものとなるとい
うことに気づかなければなりません。社内
にジェンダー・インクルーシブな文化を根
付かせるためには、間違いなく、女性管理
職を増やす必要があります。また、日本企
業はより多くの男女の管理職に育児休暇を
取るよう奨励し、これが適切な行為だとい
うことを明示する必要があります。　　　
皆さんが就活をする時は、面接を受ける
企業を注意深く観察することをお勧めしま
す。女性だけではなく、男性の労働条件や
期待される要件にも注目するようにしてく
ださい。皆さんを採用しようとしている企
業の正社員の中に、定時に退社している人
はいるか。それとも、すべての正社員が長
時間労働をしているのか。定時に退社し
ている社員がいる場合、それは女性だけ
か。男性にもそうしているか。この点に注
目すると、その会社の社風がよく見えてき
ます。そして、女性の正社員は育児休暇を
取っているか。育児休暇から復帰した後の
彼女たちの労働条件はどうなっているか。
また、彼女たちは母親になった後、どれく
らいその会社で働き続けているか。母親に
なった女性社員が時短制度を利用している
場合、彼女たちは重要な職責を任されてい
るか。最後に、育児休暇を取得している男
性社員はいるか。なぜなら、日本では一般
的に、育児休暇を取得する男性社員は全体
の 5%に満たないからです。これらは女性
だけの問題ではなく、男性も含め、皆さん
の人生に関わる問題であり、日本の家族に
関わる問題です。
皆さんにはぜひとも、英語で言うところ
の「vote with your feet」、つまり「自らの
行動で意思を表明」していただきたいと思
います。おそらく皆さんはさまざまな企業
から非常にたくさんの選択肢を与えられる
ことと思いますが、自分がどのような労働
環境を求めているのか、じっくりと考えて
ください。そうして、皆さんが自分で良い
と思う労働環境を選ぶことができれば、い
ずれ雇用者にメッセージが届きます。なぜ
なら、彼らには皆さんが必要だから男性だ
けに配慮した労働条件にしていられないの
です。そして、このような皆さんの行動
は、皆さん自身に恩恵をもたらし、さらに
は日本社会にも恩恵をもたらすでしょう。
皆さんはその持てる力を利用しなければな
りません。気に入らないことがあったら、
そのまま受け入れてはいけません。選択肢
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を与えられたなら、自分の人生のためにど
のような選択をしたいのか、じっくりと考
えてください。結婚して子どもを持ちたい
のなら、将来を見据えて、どのような人生
を送りたいのかを熟慮してください。そし
て雇用を、自らの手で日本社会を変える重
要なチャンスとみなしてください。
武川　恵子氏: 
昭和女子大学グローバルビジネス学部教授
日本政府がこの 6 年間にわたって推進し
てきたウーマノミクスについてお話ししま
す。
言うまでもなく、ジェンダー平等はそれ
自体が普遍的な価値ではありますが、経済
のための取り組みでもあります。経済成長
にとって最も懸念されるのは生産年齢人口
の減少です。生産年齢人口はこの 6 年間
で500万人以上減少しています。それにも
かかわらず生産年齢の被雇用者の数は、女
性の被雇用者が増加したおかげで118万人
増加しています。女性の被雇用者は170万
人増加しており、男性の減少分を相殺して
余りあるというわけです。65歳以上の年
齢層でも女性の被雇用者の数は増加してお
り、全体として、この 6 年間に女性は300
万人近く寄与していることになります。こ
れが数字に表れたウーマノミクスの成果で
す。
働きたいが現在働いていない女性はま
だ237万人おり、これは経済成長の最大の
潜在力です。ウーマノミクスを推進するた
めには何よりもまず、子育て環境の整備が
緊急に必要です。2013年度から2017年度
にかけて、政府は託児所の定員を 60万人
ほど増やしました。2020年末までに、定
員をさらに増やして、女性の労働力参加が
80%まで増加してもカバーできるようにし
ます。さらに政府は、2014年に育児休業
給付も改善し、育児休暇中の男女に休業前
の給料（手取り）の約80%が支給されるよ
うになりました。1985年から2014年まで
の第一子出産前後の妻の職歴を示した資料
からは、最近では出産後も働き続ける妻が
増えていることがわかります。これは子育
て環境の改善の成果です。
労働者のうち女性の占める割合は、他国
と比較してそれほど悪くはありません。し
かし、日本の管理職のうち女性が占める割
合は他国に比べてはるかに低く、積極的改
善措置が不可欠であることは明らかです。
そこで、「女性の職業生活における活躍の
推進に関する法律」（略して「女性活躍推
進法」）が2016年 4 月 1 日に施行されまし
た。この法律は、雇用者に対して数値目標
を含む積極的改善措置を採るための行動計
画を策定・開示すること、雇用者は、女性
労働者の状況について把握・分析し開示す
ることを義務付けています。
経済分野で女性のエンパワーメントを行
うためには、女性取締役の数を増やすこと
が極めて重要です。昨年、日本のコーポ
㆑ートガバナンス・コードが改正され、上
場企業に対して、少なくとも 1 名の女性取
締役を任命すること、もしくはそうできな
い理由を説明することが義務付けられまし
た。
政治においては、効果的な女性政策を確
立するために女性議員の割合が重要となり
ますが、日本の衆議院における女性議員の
割合はわずか10%です。昨年、「政治分野
における男女共同参画推進法」が施行され
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ましたが、この法律には強制力がありませ
ん。この新しい法律にしたがって、政治の
領域におけるジェンダー・パリティ（男女
比の均衡）を推進する積極的改善措置を各
党に促すような具体的な奨励策が策定され
ることを期待します。
アンナ＝マリア・ウィルヤネン氏: 
フィンランドセンター所長
フィンランドは女性の平等に関して先駆
的な存在で、ジェンダー平等指数 4 位と
いう位置にいます。細かく見ると教育的達
成についてはフィンランドが 1 位となっ
ていますが、ジェンダー平等について語る
場合、これは非常に重要な側面です。今、
フィンランドでは選挙を終えたばかりで、
新政府には 19人の大臣がいますが、その
うち11人が女性です。女性が58%を占めて
います。このことは、フィンランドだけで
なく、北欧地域、さらにヨーロッパの政治
全体に影響を与えています。
ここでフィンランドのパワフルな女性た
ちをご紹介します。1907年に設立された
議会で選出された世界初の女性国会議員の
一人、ルキナ・ハグマン。フィンランド初
の女性大統領タルヤ・ハロネン。1951年
にテキスタイル企業のマリメッコを創立し
たアルミ・ラティア。有名な小説家でムー
ミン一家の生みの親であるトーベ・ヤンソ
ン。世界初の女性の国防大臣を務めたエリ
サベト・㆑ーン。これらの女性たちには、
人生と仕事で成功したいという意欲と決意
がありました。私たちはパイオニアである
という事実に非常に誇りを持っており、平
等はフィンランドとそのすべての国民に
とっての基本的価値観になっています。現
在の状況は、とても早い時期に始まってい
ました。1886年にはすでに男女共学の学
校があり、1873年に最初の女性が大学へ
の入学を許可されています。私たち女性
は1906年に選挙権を獲得し、1926年には
初の女性大臣が誕生しています。これらす
べての核心は、家庭、両親から受け継ぐ態
度にあります。労働力については、戦後の
時期について言及しないわけにはいきませ
ん。フィンランドには支払うべき巨額の戦
債が残り、その時点ではすべての男性と
女性の力が必要でした。その時期を経た
後は、両親が働いているという状況が自
然なことになっていました。1970年代に、
フィンランドで初の父親の育児休暇制度が
確立しています。男女の平等を強調する教
育は家庭の責任です。そして父親のサポー
トも重要です。父親は家庭において両方の
ジェンダーを兼ね備えている必要がありま
す。また、女性の間の社会的ネットワーク
も重要です。フィンランドにはいくつかの
ネットワークがあり、家族のワーキングラ
イフやベストプラクティスを話し合った
り、ジェンダー平等にさらに重点を置くよ
う政治家に働きかけたりします。
私には日本で夫と16歳の娘と 2匹の犬と
共に暮らしています。夫は家で食事の支度
など、98%の時間を家事をして過ごし、私
はフィンランドセンターの所長として働い
ています。このように娘や息子にひとつの
例を示すことは重要なことです。
ここで、ジェンダー平等を進める上でつ
いてとても勇気づけられている言葉を贈り
ます。「彼女はできると信じ、実行した」
「女性は世界最大の、まだ活用されていな
い才能の宝庫である」。
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ダグラス・ハイマス氏: 
30％ CLUB Japan 副議長、ニューヨー
ク・メロン銀行在日代表 
私たちは最近、30% Clubのウェブサイ
ト内で「Japan」のサイトを立ち上げまし
た。
30% Clubとは2010年に英国のいくつか
の企業が、目標となる割当人数のようなも
のを設定すれば、女性の企業リーダーの数
を増やす動きを前進させる方法になるかも
しれないと考えて始めたものです。ご存知
の通り、企業を代表している女性は全世界
を通してまだとても少なく、英国ではとて
も具体的な目標への取り組みがなされまし
た。彼らは30% Clubを自称し、必須では
ありませんが一定の期間内に女性リーダー
を 30%にすることを全体の目標としまし
た。 30%に設定した理由は、どのような
役員会や運営組織でも、投票に直接的に影
響をもつ割合は約30%と考えられることが
多いためです。このクラブの特徴はCEO
や会長など、企業トップの個人のみがメン
バーになれることです。英国有数の大企業
の代表が何人か集まって、最初にこの取り
組みを確立しました。その後、30% Club
は日本を含む 14の異なる国々に広がって
います。目標は企業の取締役会に女性の代
表者を増やすよう奨励、説得することで
す。私は30% Clubのメンバーで、アドバ
イザリーボードのメンバーとして、インベ
スターグループの責任者です。このグルー
プのメンバーは他の企業の投資家でもあ
り、自分自身の属する取締役会の女性代表
比率を高めるだけでなく、投資先企業にも
影響を及ぼすことが求められています。私
たちの目標は機関投資家のベストプラク
ティスを確立することです。そうすれば機
関投資家が投資先の企業の取締役会に影響
を及ぼすことができます。このようにイン
ベスターグループのメンバーの影響は、自
分自身の会社の範囲を大きく超えて 市場
に広がっていきます。その目的のために、
このグループのメンバーシップの仕組みは
ユニークなものになっています。インベス
ターグループのメンバーは個人ではなく企
業なので、CEOまたは会長が交代した場
合でも、その企業はメンバーとして残り、
新しい代表者、その企業の新しい社長や会
長が自動的にメンバーシップを継承しま
す。
話を終える前に、あと二つ、お伝えした
いことがあります。ひとつは、メイルアラ
イズ（Male Allies：女性活躍に対する男性
の支持者）の重要性についてです。取締役
会の女性代表者を増やすという目標は、職
場での女性の役割を増やすことになり、女
性のみならず、パフォーマンスや経済発展
を気にかける人たち全員で責任を負ってい
く必要があります。労働者から最大の力を
引き出し、すべての働き手が全力を尽く
し、進歩のために最大限の力を発揮できる
ようにすれば、女性だけでなく男性も含
め、経済界全体に利益をもたらすことにな
ります。女性活躍のプロジェクトは女性だ
けがやるのではなく、私たち全員でカル
チャーを変える必要があると思います。し
かし、文化的な面やその他の理由から、最
高のものはまだ生み出されておらす、改善
の余地があります。そこで私たちは労働力
全般に女性の参加を増やすだけでなく、特
にリーダーシップの地位に女性を増やそう
としています。私はここ東京でニューヨー
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ク・メロン銀行の代表を務めています。私
たちの銀行では全体の従業員の55%が女性
で、労働力という点ではすでに半数以上が
女性になっています。ところが、中間管理
職㆑ベルになると女性はわずか36%、上級
管理職の地位ではたった 15%、代表者も
15% にすぎません。ですから上級㆑ベル
への女性参画を増やすために、私たちには
まだするべき仕事がたくさんあります。私
たちはクオーターという考えは支持してい
ません。資格のない人にただリーダーシッ
プの地位を与えることは考えておらず、そ
れが目標ではありません。私たちの目標
は、女性が職場においてリーダーシップの
地位につくという機会や望み、意欲や展望
を手にできるようにすることであり、女性
を昇進させるために、より多くの女性を中
間管理職に昇進させ、上級管理職㆑ベルで
仕事をできる資格を備えた、優れた候補者
になるよう訓練しています。ですから時間
の経過とともに有能で適任な女性代表者を
増やしていくことができると確信していま
す。
もうひとつは、世の中の人はよく、なぜ
私たちが女性の代表者を増やそうとしてい
るのか、それがビジネスの役に立つのかと
尋ねます。私の会社は投資運用管理も行っ
ており、「ウーマノミクス・ファンド」を
展開していますが、ビジネスの役に立つと
いう証拠は、ウーマノミクスに投資してい
るファンドの実績に表れています。私たち
の運用しているファンドは運用期間全体で
トピックス・インデックスを上回ってお
り、ジェンダー・ダイバーシティーが実際
に企業の業績に貢献することを実証してい
ます。
坂東眞理子氏
共通したテーマは女性問題だけではなく
て、人間の問題、21世紀の生活の問題で
した。女性にはメイルアライズが必要であ
るということ。21世紀のビジネスと社会
で若い男女にはどんな権利、どんな恩恵、
どんな将来性があるのかをともに考えるこ
とが大切です。21世紀に大切なのは知識
です。脱工業化経済で大切なのは、もう肉
体的な強さではないのです。皆さんは重要
な戦略的パズルを解く必要があり、これは
男性と女性がもっと平等になれる部分で
す。男性も女性も参加でき、大きな将来性
を持っています。
私たちが実際に必要としているのは何
か。フィンランドもスウェーデンも、日本
よりも、米国よりも、ずっとジェンダー平
等に近づいていますが、世界中を見ても完
全なジェンダー平等社会はありません。し
かし、それは世界全体に広がっている強い
価値観であり、実際に文化の変化を伴いま
す。文化の変化は社会だけに当てはまるも
のではありません。企業ごとに、企業の文
化が変わらなくてなりません。 
日本ではなかなか男性の働き方について
女性がこうであるべきだという意見を言う
チャンスはあまりありませんが、若い世代
では、男の人が長時間労働で出世を目指す
ことがいいと思うのかどうかについてもっ
と議論しなければいけないのでないでしょ
うか。女性はちゃんと育児をシェアしてく
れる男性の方が素敵だと言えばきっと彼ら
も変わるのではないかと期待します。い
ずれにしても、今はまだまだ、グッドマ
ザー、グッドワーカーは両立が難しいと思
われていますが、ここは若い世代からこれ
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でいいのかと問いかけていかなければなら
ないのではないかと思います。
今日、皆さんはアメリカ、日本、フィン
ランド、世界中がそのジェンダーイクオリ
ティについていろいろな取り組みをして
いるっていうことが分かったと思います。
SDGsの中でも世界全体が取り組んでいか
なければならない問題です。誰かがやって
くれるというのではなく、あなたがどうい
う選択をするか、どういう意見を言うか、
どういう疑問を呈するか、それがほんの
ちょっとでも世の中を変えていくのです。
